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研究成果の概要（和文）：非定常噴霧火炎における空気導入量を制御し，高熱効率・低公害燃焼を実現するた
め，本研究では，微量のオゾンをレシプロ式圧縮着火機関の吸気に添加する手法を提案した．本手法では，オゾ
ンの分解によって生成した活性な酸素ラジカルを利用するため，酸素ラジカルが再結合する前の圧縮行程早期に
炭化水素燃料を燃焼室内に供給し，さらに圧縮上死点近傍で残りの燃料を噴射する．実機試験の結果，早期噴射
の燃料量およびオゾン添加量を変化させ，上死点近傍で噴射した燃料噴霧の自着火を制御することで，噴霧火炎
内への空気導入量を制御可能であること，およびこの手法による高熱効率・低公害燃焼が実現可能であることを
明らかにした．

研究成果の概要（英文）：To control the ignition of unsteady fuel spray and the air-entrainment into 
its spray flame, ozone was introduced into the intake air in a compression ignition engine. A 
two-stage fuel injection with very early injection and late injection close to top dead center was 
adopted to utilize O-radicals decomposed from the ozone before the recombination reaction reduces 
them to oxygen molecules. The experimental results with variations of the first injection quantity 
and the ozone concentration demonstrated that the ignition delay of the fuel spray injected near top
 dead center and the amount of air entrained into its fuel spray flame can be controlled, and that 
engine operations achieving high thermal efficiency and low exhaust emissions simultaneously are 
possible with the proposed method.

研究分野：熱工学

キーワード： Ozone　Spray combustion　Compression ignition　Air entrainment

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
非定常噴霧の自着火燃焼を実現する熱機関において，有害排出物質の低減と高熱効率化の両立は重要な課題であ
る．これを解決するため，本研究では，噴霧火炎内部への空気導入量を高応答に制御する手法を構築した．その
手法は微量化学種を起点とする化学反応を燃料の早期噴射という物理的手段で制御する点で学術的に新規性があ
り，実機関にも展開可能な技術という点で産業応用が可能であり，社会的意義が高い．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



 

 

様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 

 

１．研究開始当初の背景 

 間欠的な非定常噴霧の自着火燃焼を利用する熱機関においては，噴霧内部の過濃混合気によ
るススの生成抑制および噴霧外縁の高温拡散火炎による窒素酸化物 (NOx) の生成抑制が課題で
ある．また，燃焼完結性を維持しつつ，熱損失を低減し，一層の熱効率向上を図るためには火炎
温度の制御が課題である．これらの課題解決のために，噴霧火炎内への空気導入量を任意に増減
可能で，機関の運転条件に応じて燃料-空気混合気の濃度を最適化し得る手法が求められている． 

 これまでの研究から，本燃焼形態の主たる空気導入部は燃料噴射孔から火炎形成位置までの
領域 (着火準備区間) であることがわかっている．この領域は低雰囲気温度および低酸素濃度
において拡大するものの，それには熱効率の低下や酸素不足によるススの増加などのデメリッ
トが存在するほか，機関運転条件の変化に高速に応答できない等の課題があった．一方，着火準
備区間の長さと混合気の化学反応特性には密接な関係があると考えられる．その報告例が少な
い中で，申請者は燃料着火性と着火準備区間長さの強い相関を確認している (COMODIA, 2012)．
これは燃料の化学反応速度を制御することで着火準備区間を能動的に変化させ得ることを示唆
するものである． 

 以上のことから，本研究では活性化学種であるオゾンをごくわずかに導入することで，着火準
備区間を高応答かつ広範囲に制御可能な新規燃焼法を構築するとともに，それによる高熱効率・
低公害燃焼を実現することとした． 

 

２．研究の目的 

本研究では以下の解明を目的とした． 
(1) オゾンの添加が炭化水素燃料の化学反応過程に及ぼす影響およびそのメカニズムの解明 
(2) オゾンと燃料噴射方式による着火準備区間の制御方法 
(3) (1)，(2)を勘案した高熱効率・低公害燃焼の実現可能性 
 
３．研究の方法 
(1) 化学反応動力学計算によるオゾンの活用方法の検討 
 ゼロ次元の化学反応動力学計算により，オゾン添加による着火促進効果を検討した．計算には
CHEMKIN-Proを用いた．化学反応モデルには Curran らのオクタン価正標準燃料 (n-ヘプタンと
i-オクタンの混合物) のモデル (Combust Flame, 2002) にMohammadiらのオゾンスキーム (SAE 
Paper 2006-01-0419) を組み込んで用いた． 
 
(2) 単気筒圧縮着火機関による実験的検証 
 実験には，ボアおよびストロークが 98mmおよび 110mm の単気筒圧縮着火機関を用いた．圧縮
比は 17.6の汎用ディーゼル機関相当であり，燃焼室はトロイダル形である． 
 図 1 に実験系の概要を示す．供試機関の吸
気には過給機および電気ヒータが設置されて
おり，吸気流量および吸気温度が制御可能で
ある．排出ガスの一部は再循環経路を通じて，
吸気に還流することができる．機関のシリン
ダヘッドにはピエゾ式圧力センサが取り付け
られており，その出力信号をクランク角度信
号と同期してトランジエントメモリボードに
記録した．吸気および排気中の全炭化水素
(THC)，一酸化炭素 (CO)，窒素酸化物(NOx)お
よび酸素(O2)の各濃度は，排ガス分析計で計測
した．排ガス中の黒煙はボッシュ式スモーク
メータにより計測した． 
 燃料の噴射にはコモンレール式燃料噴射装
置を用いた．インジェクタはソレノイド駆動
型であり，燃料噴射ノズルには噴孔直径
0.125mm の 8 噴孔ノズルを用いた． 
クランク角度に基づき噴射時期を制御してお
り，多段階の燃料噴射が可能となっている． 

オゾンは，酸素を原料としてオゾナイザに
より生成し，オゾンモニタでオゾン濃度を計
測した後，機関の吸気に導入した． 
 
 

 

図 1 実験系の概要図 
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４．研究成果 
(1) オゾン添加が炭化水素の着火に及ぼす影響 
 CHEMKIN-Proの IC HCCI（予混合圧縮着火）モデルを用いて，オゾン添加が炭化水素の着火に
及ぼす影響を検討した． 

図 2 は，燃焼室内に空気と 110ppm のオゾンを充填した際の，1 サイクルの圧縮膨張行程にお
ける温度(上段)およびオゾン(O3)濃度，酸素ラジカル(O)濃度，ならびに酸素濃度の変化量(ΔO2)
である．オゾンは 500K から 600Kの雰囲気温度で分解し，O3 = O2 + O により酸素分子と酸素ラ
ジカルを生成するが，生成した酸素ラジカルは間もなく再結合し，酸素分子となる． 
 図 3は，燃焼室内にオクタン価 90のオクタン価正標準燃料を当量比 0.16で充填した際の，1
サイクルの圧縮膨張行程におけるオゾン濃度(上段)，温度(中段)および OH ラジカル濃度(下段)
であり，黒色の破線がオゾン添加無し，青色の実線が 110ppm のオゾン添加有り，の履歴である．
オゾンを添加すると，圧縮行程の早い段階から OH ラジカルが生成される．その濃度は，オゾン
を添加しない場合に炭化水素燃料の低温酸化反応から生ずる濃度と同等であり，110ppm とごく
微量のオゾンであっても炭化水素が生ずる程度の OHラジカルを生成することがわかる．さらに，
オゾンを添加した条件では，高温酸化反応に至っている． 
 以上のことから，オゾンを有効に利用するためには，燃焼室内温度がオゾンの分解温度である
500Kから 600Kに達するまでに，炭化水素燃料を共存させる必要があることが示された． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) オゾン添加による着火制御および高熱効率・低公害燃焼の実証 
 単気筒圧縮着火機関において，オゾン添加時の着火・燃焼特性を解析することで，間接的に噴
霧燃焼の主たる空気導入部(着火準備区間)に及ぼすオゾン添加の影響を検討した．特に，前節の
結果を考慮して，燃料の一段目筒内直接噴射をオゾンが分解する前に行い，二段目筒内直接噴射
を上死点近傍とする方式に着目した．さらに，オゾン濃度，二段目筒内直接噴射時期および一段
目と二段目の燃料量割合を変化させることで，高熱効率・低公害燃焼を実現し得る条件を検討し
た． 

表 1に実験条件を示す．燃料はオクタン価 90 のオクタン価正標準燃料(PRF90)であり，これを
噴射圧力 80MPa で筒内に直接噴射した．機関回転速度は 1200pmとした．排ガス再循環(EGR)およ
び過給を併用するとともに，吸気管のヒータにより温調することで，吸気温度 60˚C，吸気圧力
120kPa，吸気酸素濃度 15%を一定に保った．一段目の噴射時期は，オゾンが分解するより早い上
死点前 68 度とした．二段目の噴射時期は上死点前 6 度から上死点後 6 度とし，オゾン濃度を
0ppm から 360ppm まで変化させた．一段目噴射の燃料量割合は 20%から 60%まで変化させたが，
総括供給燃料量は一定に保った．その際の図示平均有効圧力は，条件にもよるが，およそ 0.67 
MPaであった． 

 

図 2 オゾンを添加した空気の圧縮膨張行程

における温度(上段)，オゾン(O3)濃度，

酸素ラジカル(O)濃度，および酸素濃度

の変化量(ΔO2)(下段) 

 (O3=110ppm) 
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図 3 オゾンを添加したオクタン価正標準

燃料混合気の圧縮膨張行程における

オゾン(O3)濃度(上段)，温度(中段)，

および OHラジカル濃度 (下段) 

 (オクタン価 90，O3=110ppm) 
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表 1 実験条件 
 

Fuel PRF90 

Engine rotation speed [rpm] 1200 

Intake oxygen concentration [%] 15 

Intake air temperature [˚C] 60 

Intake air pressure [kPa] 120 

Intake O3 concentration [ppm] 0 to 360 

Fuel injection pressure [MPa] 80 

First injection timing, θinj.1st [˚CA ATDC] -68 

Second injection timing, θinj.2nd [˚CA ATDC] -6 to 6 

Ratio of first injection quantity, Qinj.1st [%] 20 to 60 

Total injection quantity [mg] 29 

IMEP [MPa] ≈ 0.67 

 
 
 図 4 に，一段目噴射量割合(Qinj.1st)を 35%，二段目噴射時期を上死点として，オゾン濃度を変
化させた際の圧力(上段)および熱発生率(下段)を示す．本実験条件においては，オゾン添加がな
いと機関の回転速度を維持するための十分な発熱量が得られないのに対し，オゾンを 30ppm 添
加すると，上死点近傍に一段目噴射燃料の高温酸化反応による熱発生が現れ，上死点後 5 度以降
に二段目噴射燃料による高い熱発生率を生じる．さらに，オゾン濃度を増大すると，一段目噴射
燃料の高温酸化反応の位相が進角するとともに，その熱発生率が増大し，オゾン添加によって二
段目噴射燃料の着火（熱発生率が上昇を開始する時期）が進角している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 5 に，オゾン濃度を 120ppm，一段目噴射時期を上死点前 4 度として，一段目噴射量割合
(Qinj.1st)を 20%から 50%まで変化させた際の圧力(上段)および熱発生率(下段)を示す．一段目噴
射燃料の高温酸化反応は，位相，熱発生率ともに一段目噴射量割合の影響を大きく受けており，
一段目噴射量割合の増大にともない，二段目噴射燃料の着火が大幅に進角している． 
 図 6に，最も高い図示熱効率が得られる二段目噴射時期において，一段目噴射量割合(Qinj.1st)
およびオゾン濃度を変化させた際の図示熱効率(ηi)および燃焼効率(ηcomb)を示す．図 5 に示し
たとおり，一段目噴射量割合を変化させることで二段目噴射燃料の着火遅れを大きく変化させ
ることが可能であるが，一段目噴射量割合の低下は，燃焼効率の低下，ひいては図示熱効率の低
下を引き起こす．それに対し，一段目噴射量割合が低いほど，多くのオゾンを添加することによ
って高い燃焼効率と図示熱効率を保つことが可能になっている． 
 図 7 に，全実験点を対象として，二段目噴射燃料の着火遅れ(τign.2nd)に対する黒煙の排出濃
度の関係を示す．図 6 の実験点は中塗りの記号として示している．同一の一段目噴射量割合
(Qinj.1st)に対しても，二段目噴射時期ならびにオゾン濃度により，二段目噴射燃料の着火遅れを
変化させることは可能である．特に，一段目噴射量の低い条件では，オゾン濃度の増加に対する

 

図 4 オゾン添加による圧力および熱発生

率履歴の変化 
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図 5 一段目燃料噴射割合 (Qinj.1st)による  

圧力および熱発生率履歴の変化 
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着火遅れの短縮効果が大きい．また，一段目噴射量割合によっても二段目噴射燃料の着火遅れは
大幅に変化することから，オゾン濃度，燃料噴射条件を変化させることにより，図 7 のように，
二段目噴射燃料の着火遅れを広範に制御可能である．さらに，着火遅れが長期化するほど黒煙の
排出濃度が低下していることから，二段目噴射燃料の着火遅れとその噴霧内部への空気導入量
には高い相関があることが明らかである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 8 に，図 6 と同一条件における黒煙およ
び窒素酸化物(NOx)の濃度を示す．一段目噴射
量割合(Qinj.1st)を 35%以下にすると二段目噴射
燃料内への空気エントレインを高めることで
き，黒煙および NOxの同時低減が可能となる．
さらに，図 6もあわせると，一段目噴射量割合
35%で適量のオゾンを導入することで，高熱効
率と低公害な燃焼を実現できることが明らか
となった． 
 
 
 
 
 
 

 

 

図 6 一段目燃料噴射割合(Qinj.1st)およびオ

ゾン濃度に対する図示熱効率(ηi)お

よび燃焼効率(ηcomb) 
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図 7 二段目噴射燃料の着火遅れ(τign.2nd)

に対する黒煙濃度 (全実験点) 
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図 8 一段目燃料噴射割合(Qinj.1st)およびオゾン

濃度に対する黒煙および NOx 

(最高図示熱効率が得られる二段目噴射時
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